
第１号様式（第７条第１項、第２項及び第３項関係） 

年  月  日 

建設業活性化対策助成金 交付申請書 

（申請先） 

横浜市長 

（申請者） 

                 所 在 地 横浜市中区本町 6-50-10 

                  企業又は団体名称 横浜建活株式会社 

                  代 表 者 職名 代表取締役 

                           氏名 横浜 太郎  

   

建設業活性化対策助成金交付要綱第７条     の規定に基づき、関係資料を添え

て助成金交付の申請をします。なお、本申請にあたっては、「横浜市補助金等の交付に

関する規則（平成 17 年 11 月横浜市規則第 139 号）」及び「建設業活性化対策助成金交

付要綱」を契約の内容とすることに合意し、その内容について遵守します。 

申

請

者

概

要 

企業又は 

団体等の規模 

資本金：10,000,000 円    従業員数：100 人 

団体の構成員：  者（内、中小企業数：   者） 

企業創業時期 

（団体設立時期） 
創業（設立）年月日：1998 年 12 月 10 日 

法人番号 １ 2 3 4 5 6 7 8 9 0 １ 2 3  

連絡先 

Ｔ Ｅ Ｌ：671-2956 

Ｆ Ａ Ｘ：664-5477 

E - m a i l：kc-kasseika@city.yokohama.lg.jp 

担当者名：横浜 

事

業

概

要

※

５ 

事業名 就職イベントを活用した人材確保事業 

事業内容 

※１ 

☑合同企業説明会、面接会等への出展 

☐職場ＰＲ動画等の作成 

☐ホームページの作成 

☐パンフレット等の作成 

☐講演会・セミナー等への参加 

☐建設業に係る資格取得（国家資格のみ） 

□従業員の奨学金代理返還 

事業の詳細 

※２ 

令和８年６月１日に株式会社●■が主催する建設業合同企業

説明会に参加する。 

事業目的 
将来を担う人材を確保するため、合同企業説明会に出展し、

弊社の魅力を広報する。特に若年者層の採用を目的とする。 

第１項 
第２項 
第３項 

押印不要 

第１項 事業開始前の事前申請の場合 



予定実施日 

又は実施期間 

受験申込（予定）

日 

受験（予定）日 

年  月  日 

 年  月  日 から   年  月  日 まで 

年  月  日 

年  月  日 

収

支

予

算

計

画 

※

５ 

収

入 

経費区分 金額（税抜） 備考 

本助成金 ※３ 100,000 円  

自己資金 400,000 円  

その他 円  

合計 500,000 円  

支

出 

分類 

※４ 
経費区分 助成対象経費（税抜） 積算根拠 

１ 出展費 500,000 円 見積書のとおり 

  円  

  円  

  円  

合計 500,000 円 

 
交付申請額 ※３ 100,000 円 

【備考】 

１ 該当する事業を選択（☑）してください。（※１） 

２ 記載例を参照のうえ、事業内容に応じて必要な情報を記載してください。（※２） 

（記載例）①参加する説明会、講演会等の名称及び開催場所等 

②作成する動画、ホームページ等の内容、委託先、委託内容等 

③受験する資格、受験人数等 

④対象とする奨学金返還従業員の人数、当該年度の返還予定金額等 

３ 「本助成金」と「交付申請額」の金額欄の額は一致するよう記入してください。 

また、どちらも千円未満切捨ての金額としてください。（※３） 

４ 別表１の分類に基づき、分類番号（１から４）を記載してください。（※４） 

５ 「建設業に係る資格取得」について、受験後に申請書を提出する場合は、「事業概

要」及び「収支予算計画」の記載を省略できます。（※５） 

６ 事業内容に合わせて、項目を適宜追加してください。 

 

【添付書類】 

１ 見積書等、助成対象経費の内訳がわかる書類の写し  
２ 事業の概要がわかる書類 
３ 「従業員の奨学金代理返還」の場合、下記書類 

(1) 対象とする奨学金返還従業員の雇用証明書、又は労働条件通知書の写し 

実施日又は実施期 

間のいずれかを記 

載してください。 

千円未満切り捨て 

の金額にしたう 

え、「交付申請額」 

と同額を記載して 

ください。 

見積書やチラシな 

ど、事業実施に必

要な経費が分かる

資料を添付してく

ださい。 



(2) 奨学金返還従業員の年間返済額及び返済計画が分かる書類の写し（独立行政

法人日本学生支援機構の口座振替加入通知など） 

(3) 就業規則又は賃金規程など代理返還の根拠が分かる書類 

４ その他市長が必要と認める書類 
「建設業に係る資格取得」について、受験後に申請書を提出する場合は、実績報

告書（第９号様式）及びそれに付随する資料（受験票・領収書等）を併せて提出し

てください。 


